
インフラオープンデータ・ビックデータ利活用ワークショップ（第二回）

活動報告3：MyCityForecastの紹介と個別施設計画策定のための標準モデル

立地適正化計画/公共施設再編を想定した

学校統廃合シミュレーションの背景と

ワークショップの進め方について
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公共施設再編の背景/インフラ老朽化と財源不足

出典：インフラ更新費用試算例：秦野市公共施設等総合管理計画（2017年3月策定） PP.21 より



• 総務省

• 公共施設等総合管理計画（2016年度末迄）

• 個別施設管理計画（2020年度末迄）

• 統一的な基準による地方公会計（2017年度末迄）

• 固定資産台帳

• 施設別行政コスト計算書

• 国土交通省

• 立地適正化計画

• 地域公共交通網形成計画

• 内閣府

• PPP/PFI手法導入優先的検討規程

• 厚生労働省

• 地域包括ケアシステム

公共施設再編に係る諸制度間の連関

連携/相互参照

＋広域連携（共同処理制度）



立地適正化計画居住誘導区域/都市機能誘導区域の例
出典：流山市「流山市立地適正化計画計画書 2017年」PP.35 及び PP.43より



小/中学校統廃合の検討は、立地適正化/公共施設再

編の推進において極めて重要なマイルストーン

• 生活エリアの基本単位

• 将来的なエリア持続に必要な基本要素（子育て世帯の常住）

• ハコモノ施設における比率（施設数/延べ床面積）が高い

• 教育の「質」確保の観点で「適正規模」での運営が不可欠

学校施設の位置づけ



根本祐二「個別施設計画策定のための標準モデルおよび標準シミュレーションの提案」

PP.10 より地方財政 2017年8月



作業ステップ 作業概要

適正校数の算出

1. 対象市町村の現状小/中学校数と小/中学校生徒数を

「学校基本調査」にて確認

2. 将来年少人口減少率を 0.7 として以下を算出

適正小学校数＝[現状生徒数]*[0.7] / [689]※

適正中学校数＝[現状生徒数]*[0.7] / [720]※

※計算結果 1.0 未満の場合は、切り落としで「適正数 0  校」として算出

適正校数による
統廃合再配置案の策定

算出した適正小/中学校数に即し

【残す学校】と【廃止/集約する学校】を

MCF で周辺の将来状況を参照しつつ【選定】する

廃校施設の再利用検討

MCF で周辺の将来状況を参照しながら

普通財産への転換/譲渡等による民間活用アイデアなど

公民連携手法の適用を検討する

学校教育法施行規則41条：小学校の学級数は、十二学級以上十八学級以下を標準とする（中学校についても同79条で準用）より、
18学級にて算出で 40人*18学級＝720人。なお、小学校については1～2学年は35人、3年生以上を40人とした加重平均より算出した689人



MY CITY FORECAST 地図画面

表示レイヤ：学校
表示指標：14歳以下人口割合＆計画された都市構造

廃止する学校に印をつけ、統合先の学校に⇒を引く

自治体名：

現在の[学校]総数

現在の[生徒]総数

統廃合シミュレーション議論の要点

・
・
・
・
・

廃校の活用アイデア

・
・
・
・

設定人口減少率

適正学校数

アウトプット用シート



学校の適正配置（通学条件）

【通学距離による考え方】

国では、公立小・中学校の通学距離について、小学校でおおむね４㎞以内、中学

校ではおおむね６㎞以内という基準を、公立小・中学校の施設費の国庫負担対象

となる学校統合の条件として定めていることから、通学条件を通学距離によって

捉えることが一般的となっています。

【通学時間による考え方】

適切な交通手段が確保でき、かつ遠距離通学や長時間通学によるデメリットを一

定程度解消できる見通しが立つということを前提として、通学時間について、

「おおむね１時間以内」を一応の目安とした上で、各市町村において、地域の実

情や児童生徒の実態に応じて１時間以上や１時間以内に設定することの適否も含

めた判断を行うことが適当であると考えられます。

出典：文部科学省「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」平成27年



文部科学省

「みんなの廃校」プロジェクト 廃校施設の有効活用事例集

表紙及びPP.52より

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyosei/1397231.htm

